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第１章 序論 

第１節 調査の背景 

本稿は主に、国土交通省半島振興室が実施する

平成25年度半島担い手強化プログラム 1に採択さ

れた事業「手と口の距離を近づける、まちづくり

マーケットを開こう！」（実施団体：まちづくりマ

ーケットプロジェクト、代表：畦地和也）2による

調査にもとづくものである。

この事業が申請・採択された背景には、近年各

地で、農産物を中心に手づくりの品々を持ち寄っ

て販売する定期的な市（マーケット、マルシェ）3

が増えていることがある。公式な調査データは今

のところ見当たらないが、愛媛県においても筆者

が知る範囲だけでも十指に余る市が即座に思い浮

かぶし、香川県には 20カ所以上あるといった話も

聞く。街路市 4の伝統が今も残る高知は市活動が

活発で、高知市では毎日のように市が立つ。本事

業の実施主体である「まちづくりマーケットプロ

1 国土交通省半島振興室が実施する「平成 25年度半等地域活

性化の多様な担い手形成促進調査業務」の一環として実施さ

れたもので、「地域の課題解決に向けて半島地域内外の人材・

団体等が協力・協働する実践活動を支援し、これによって半

島地域における協力関係を強化し、地域力を高めることを目

的とする」もの。プログラムの主たる担い手は地域団体や住

民とし、半島地域内外で活動する人材・団体の参加協力を得

ることが要件（国土交通省ホームページより） 
2 2009年 11月から毎月第２日曜日に黒潮町で「海辺の日曜市」

を開催する任意団体。当初はＮＰＯ法人西部ＮＰＯ支援ネッ

トワークが主催していたが、2010年 11月より主催を本団体

に変更した。なお、「まちづくりマーケット」は筆者による造

語である（『地域再生学』p.186） 
3 以下、便宜的に本稿では“マーケット”と記述する 
4 日本には17世紀初頭から公道上で開催される市が存在した

ジェクト」も高知県幡多半島の一角に位置する高

知県黒潮町で「海辺の日曜市」というマーケット

を開催している。「『海辺の日曜市』を継続するな

かで、このようなマーケットを自分たちも開きた

いという相談をたびたび受けるようになった」と

いい、「情報や経験の共有の機会、場の必要性を感

じている」（事業申請書より）ことを申請の理由に

あげている。 

そこで、実際にマーケットを運営しているひと

びとの経験や情報を共有し、これからマーケット

を開設したいと考えている人だけでなく、すでに

運営を行っている関係者の課題解決にも役立てる

ために、①各地のマーケット運営団体へのヒアリ

ング、②関係者を交えて講演会・ワークショップ

を実施することとした。筆者はまちづくりマーケ

ットプロジェクトのアドバイザーを務めている関

係から、本事業にも企画段階から調査、講演、ワ

ークショップと、全行程に協力させていただいた。 

第２節 調査の概要 

調査は大きく２段階に分かれている。 

① マーケット運営者へのヒアリング

四国４県からそれぞれ１事例を選び、設置の経

緯や運営の実態について聞き取り調査を行った。

選択した４マーケットと調査日は以下の通りであ

る。 

・とくしまマルシェ（徳島県徳島市） 

2013年 10月 28日に、徳島経済研究所専務理事

の田村耕一氏、株式会社サーブ代表取締役の金

森直人氏にヒアリングした 

25

地域創成研究年報第９号（2014年）

　　　　　　　　　　　　　　　



・高知オーガニックマーケット（高知県高知市） 

2013年 11月 17日に、副代表世話人の生野宜宏

氏、事務局の山田千夏氏、西田良浩氏にヒアリ

ングした 

・きまぐれ市（愛媛県松山市） 

2013年12月21日にＥ-spaceの松井てるみ代表

にヒアリングした 

・さぬきマルシェ inサンポート（香川県高松市） 

2013年 12月 22日に、香川県政策部産品振興課

の大川俊彦氏、ＮＰＯ法人アーキペラゴの三井

文博代表理事・北川拓未氏・丸山大稀氏にヒア

リングした 

② 関係者を交えてのワークショップ

ヒアリングした４マーケットおよび海辺の日

曜市スタッフに加え、愛媛・高知県内でマーケッ

トを開いている人、他の半島エリア 5でマーケッ

トやコミュニティビジネスを行っているメンバー

40名で 2014年１月 13日にワークショップを行っ

た。またワークショップ前に海外のマーケット事

情に関する講演が、ワークショップ後にはコミュ

ニティビジネスの視点から講評も加えられた。 

第３節 研究の目的 

本稿の目的は、「これからマーケットを開設し

たいと考えている人だけでなく、すでに運営を行

っている関係者の課題解決にも役立てる」ために

行った調査およびワークショップをもとに、 

・ 市設置の経緯および目的と運営スタイルの

違いによるパターン化 

・ パターン別または共通する運営上の課題 

について考察することである。 

第２章 ４事例における運営の構造 

マーケットの分類の仕方はさまざまある。たと

えば今回の事業で国土交通省に提出された実績報

5 半島振興法第２条第１項に基づき指定された半島振興対策

実施地域。幡多地域のほか、北海道から九州まで、合わせて

23地域（22県）が指定されている 

告書では、ヒアリング対象とした４つのマーケッ

トを、 

「地産地消・外商型」（とくしまマルシェ） 

「行政課題解決型」（さぬきマルシェ） 

「まちのにぎわい創出型」（きまぐれ市） 

「ロハス提案型」（高知オーガニックマーケッ

ト） 

とした。この分類は、各マーケットがもつ機能の

特徴に着目して呼び名を授けている。ほかにも、

販売する商品による分類や、そのマーケットが何

を目指しているのか、すなわちミッション（目的・

使命）による分類もあるだろう。また、「都市型」

「田舎型」「中心市街地型」「郊外型」「ニュータウ

ン型」などマーケットが開催される場所（地理的・

社会的）によっても特徴づけることができるかも

しれない。 

そうしたなかで本稿は４つの事例をもとに、ど

こがどのような体制で運営しているのか、すなわ

ちマーケットを運営する際の構造・スタイルによ

る分類を試みる。 

第１節 設置の経緯と主催・運営者 

 まず、各マーケットがどのようにして始まった

のか、また主催者と実際の運営者は誰かを見てみ

る。 

生産者主導〜高知オーガニックマーケット 

「池公園の土曜市・高知オーガニックマーケッ

ト」（以下、便宜的に高知ＯＭとする）は、高知市

内で農業を営む弘瀬純子氏が中心となって 2008

年に立ち上げた土曜市である。弘瀬氏は高知市で

300 年以上続く「土佐の街路市」（日曜市）6の出

店者であり、同市での販売を通して、有機食品や

自然農法に関心のある顧客が一定数いることを実

感していた。その一方で弘瀬氏は、若者たちの有

機農業サークル「うしまめ協同組合」の相談役も

6 土佐の街路市（日曜市）の運営概要については「さまざま

な『市』運営の仕組み比較〜アメリカ・フランス・日本の事

例より」（佐藤亮子、地域創成研究年報第８号、2013年）を

参照 
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務めており、共同で有機（オーガニック）に特化

したマーケットを立ち上げることにし、構想を練

った。 

 2007年秋から説明会を重ね、参加者を募り、翌

３月に高知県の港湾用地内でオープン、2009年 10

月に現在の会場である池公園に移転する。当初は

ＮＰＯ法人高知有機農業研究会の一部門という位

置づけであったが、会場移転に先立つ 2009年５月

30日に出店者組合を設立し、同法人より独立。以

後は出店者組合（正会員＝出店者と、賛助会員＝

応援団からなる）を主催者とし、事務局（会計や

会場設営など）、世話人会（出店者の代表。代表世 

話人・弘瀬純子氏、副代表世話人・生野宜宏氏） 

によって運営されている。 

 高知ＯＭは、当初はＮＰＯ法人とも協働関係が

あったが、基本的には生産者（農業者）が街路市 

の経験をもとに立ち上げ、自らが主体となって運

営するマーケットである。 

民間事業者主導〜とくしまマルシェ 

 「とくしまマルシェ」は、公益財団法人徳島経

済研究所 7（代表理事・古川武弘）の「農業ビジ

ネス活性化研究会」が１年間の議論を経て 2発表

した「徳島県の農業ビジネス活性化構想」のひと

つとして 2010年にスタート。毎月最終日曜日に開

催されている。主催は「とくしまマルシェ事務局」

で、株式会社サーブ 8（代表取締役・金森直人）

が運営を担っている。 

このマルシェの特長のひとつに、川沿いに並ぶ

白いパラソルという印象的な風景がある。マルシ

ェ会場になっている「しんまちボードウォーク」

は、1996年、隣接する商店街の徳島東船場商店街

振

興

7 1985年設立の阿波銀行系列のシンクタンク 
8 2003年創業、2012年法人化。イベント企画・運営、舞台設

営、ブライダル、商業店舗プランニング等を行なう 

表１ 四国の４マーケット運営比較（その１） 作成・佐藤亮子 
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組合が高度化資金の補助を受け新町川沿いに建設

したものであり、その２年後に商店街活性化を目

指すボードウォークパラソルショップ事業が、近

隣の 10振興組合が立ち上げた「しんまち街づくり

ユニオン」によって発足した。パラソルショップ

の事務局はその後、東新町に所在する株式会社サ

ーブに運営委託された。また、阿波銀行本店も新

町川沿い（西船場）にあり、徳島経済研究所は同

銀行が全額出資するシンクタンクである。 

 すなわちとくしまマルシェは、構想、マルシェ

の舞台であるボードウォーク、舞台を演出するパ

ラソル、そして舞台監督ともいえる運営者―換言

すれば徳島経済界の主軸銀行とそのシンクタンク、

近隣商店街、民間企業―が、新町川をはさんで結

集し、協働し、農業ビジネスを盛り上げようとい

う取り組みであると言えるであろう。 

市民発案・設置〜きまぐれ市 

 「きまぐれ市」は、任意団体Ｅ-space（代表・

松井てるみ）が運営する毎月おおよそ第３土曜日

開催のマーケットである。月１回の開催ながら、

2013年８月に通算開催 100回を迎えた。 

代表の松井氏は以前、松山市の中心市街地（二

番町）で花店を営んでいた。花店の顧客を含め周

囲にさまざまな手工芸品を作る人が多かったこと

から、花店の軒先に作品を並べ、2005年からハン

ドメイドマーケットを開くようになった。１年が

経過し、店先のスペースでは手狭になってきた頃、

松山市総合コミュニティセンターから、１階のア

トリウム（コミュニティプラザ）を使わないかと

声がかかり、2006年５月で開催することになった。

この移転に伴い、ハンドメイドの工芸品に加え、

生鮮農産物や加工食品、飲食店の出店を増やした。 

 マーケットのスタッフは、事務局１名（松井氏）

とアルバイト５名である。企画や方針、スタッフ

の手配、出店者の管理、レイアウトやルールなど

運営に関することは基本的にすべて松井氏が担っ

ている。松山市のコミュニティセンターが会場を

提供しているが有料（正規料金）であり、その他

の助成金や行政支援も受けていない。 

公設民営〜さぬきマルシェ 

一方、「こんまい・まちの休日 さぬきマルシェ

in サンポート」（以下、さぬきマルシェ）は、香

川県が進める「さぬきうまいもんプロジェクト 9」

の中核をなす事業で、毎週日曜日に開かれている。

県では「瀬戸内の温暖で安定した気候のもと、多

くの優れた山の幸、海の幸に恵まれていますが、

このような特産物の地元での認知度はまだまだ低

いのが現状」であることを鑑み、さぬきうまいも

んプロジェクトに「官民一体となって取り組むこ

とで県産品の振興を図り、『元気の出る香川づく

り』を進める」としている。同プロジェクトの事

務局は香川県庁政策部産品振興課にあり、さぬき

マルシェの主催は香川県、さぬきうまいもんプロ

ジェクト実行委員会、さぬきマルシェ inサンポー

ト運営委員会となっている。しかし実際の運営は、

ＮＰＯ法人アーキペラゴ 10（代表理事・三井文博）

に事業委託している公設民営的なマーケットであ

る。運営の内容や方向性についてはさぬきマルシ

ェ inサンポート運営委員会（高松市、銀行、大学、

公益団体、民間企業から構成）にて議論し、実行

部隊としてさぬきマルシェ in サンポート実行委

員会がある。運営を請け負うアーキペラゴはこれ

らの組織と協働している。

会場の高松シンボルタワーは、高松港再開発事

業の一環で 2004 年に完成した複合商業施設であ

る 11。マルシェはオフィスが入ったタワー棟と商

業施設を含むホール棟とを結ぶ半オープンスペー

スで開かれている。2011年７月から実証実験的に

開催を始め、2012年４月から正式に毎週日曜の定

9 香川の「食」を県内外の多くの人に味わい、楽しんでもら

うことを目的に2011年から始まった事業。マルシェのほか、

さぬきうまいもん祭り、さぬきうまいもん広め隊、さぬきダ

イニングなどを展開している 

10 自律する個性と協働のあり方を追求するため、2009年に設

立。瀬戸内ツーリズムの企画・販促、四国の資源活用事業の

支援、瀬戸内情報発信サイトの運営、芸術士派遣等の事業を

行なう。前身はＮＰＯ法人ＩＮＳかがわ 
11 香川県・高松市・民間企業が分担して所有・管理している 
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期開催となった。 

第２節 ミッション（目的）と財政 

有機のまちめざし出店者が経営〜高知ＯＭ 

高知ＯＭでは、「ミッション」という書き方はし

ていないが、マーケットの趣旨を設立趣意のなか

で述べていることをまとめると以下の３点になる。 

① 有機農業者が新鮮で安全な食材を求める消

費者に直接農産物を販売する場

② 売り買いのやり取りを通して、有機の視点か

ら自分の生活や社会を考える（有機の文化を

醸し出して行く）場

③ 有機農産物の市が立つ「高知」という町の魅

力を高める

高知ＯＭはこうした場を実現するため厳格な

基準を設け、民間企業や行政から独立した運営を

行っている。そしてその費用は、基本的に出店者

が支払う登録料、年会費、出店料、イベント協力

金で賄っている。ここから会場費、人件費、イベ

ント等の謝金、チラシや会報、サイン等の印刷物、

備品等を支払う。会計と会場全体の設営は事務局

がするが、出店に必要なテントや販売台、看板等

は基本的に出店者が用意し、各自で設置し、マー

ケット終了後は各自で片付ける。立ち上げ時にか

かった費用も、代表世話人である弘瀬氏および当

時事務局を引き受けていたＮＰＯ法人高知有機農

業研究会の出資であった。 

なお、事務局スタッフは有償であるが、出店者

表２ 四国の４マーケット運営比較（その２） 作成・佐藤亮子 
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が事務局を兼ねている場合は、手当は出ない。ま

たイベントやワークショップ等で出店者が講師に

なる場合も無償である。出店者は経営者であると

いう位置づけが現れているところであろう。 

 補助金も活用し民間の機動力で食ビジネスを活

性化〜とくしまマルシェ 

とくしまマルシェの出店者は、登録料や年会費

は不要で、出店料のみ支払えばよい（新規出店の

際は商品展示用の木箱を購入する）。テントがわり

となるパラソルはすべて事務局で設置そして撤去

するので、出店者がテントを購入する必要もない

し、パラソルの設置や片付けを手伝うこともない。 

同マルシェの目的は、「徳島が食の宝庫であるこ

とを県民に再認識してもらうとともに、全国・世

界にも発信することで新たな食のビジネスを展開

し、地域や観光の振興につなげる」12こととして

いる。ヒアリングによると、「マルシェは設ける場

所ではなく人（出店者）を売る、伝える場所であ

るので、出店者にはお客さんへの対応に専念でき

るような環境づくり」をしているということであ

る。  

１店舗 3000円×80店で１回当り出店料で 24万

円の収入があるが、その３分の２はパラソル代と

して支払われるので、実際は８万円ほどであり、

開催経費として使われる。とくしまマルシェでは

このほか、月１回のマルシェの際に旬の野菜・果

物を直送するサービスや詰め合わせセット販売、

ネットマルシェ、ゆめタウン 13徳島店への出店、

東京出張マルシェ 14、ＯＥＭ商品の開発なども行

い、これらを総合して事業をまわしている。金森

氏によると、株式会社サーブ（代表取締役含め社

員３名）の仕事のうち約８割がマルシェ関係との

12 とくしまマルシェ事務局発行「とくしまマルシェＱ＆Ａ」

より
13 広島市に本社をもつスーパーマーケットチェーンである

イズミが運営する大型ショッピングセンター（イズミのホー

ムページより）
14 月１回第３土曜・日曜に六本木アークヒルズ、代官山朝市、

代々木ビレッジ、座・高円寺、小金井手のひらストアなどで

販売

ことである。 

なお、行政からの補助として立ち上げ時に、徳

島県から緊急雇用対策補助金（2010年11月〜2012

年３月）と、民間企業（阿波銀行）からの協賛金

を得た。今後も「方向性をゆがめない限りにおい

て補助金を活用していく」方針という。 

多角的な経営でまちを賑わす〜きまぐれ市 

きまぐれ市では、明確なミッションやルールは

決めていないが、ヒアリング時に松井氏は、「楽し

い雑貨やオシャレな衣類、おいしい食べものなど、

癒しのサービスなどの販売・購入を通し、できる

だけたくさん遊びの時間をもってもらいたいと思

っている」と語った。 

きまぐれ市は登録料と出店料を出店者から徴収

し、そこから会場料、出店者への駐車場代補助、

人件費、謝礼、印刷・広告・ホームページなどの

広報費を捻出している。80店舗という規模ゆえに

成り立つと考えられるが、そのほかにもＥ−space

は、湯築市（松山市道後温泉公園）、かざはや踏ん

だら走る市（松山市北条地区）、カフェマッチ（松

山市大街道ほか）、出張きまぐれ市など、愛媛県内

で 15 カ所ほどのマーケットの運営に関わってお

り、ノウハウと人材を多角的に活かして経営して

いる。 

 県が運営費を手当てさぬきの食の認知度向上め

ざす〜さぬきマルシェ 

 前述のようにさぬきマルシェは、香川県が取り

組む「さぬきうまいもんプロジェクト」の一事業

であり、香川の食の認知度向上、食空間の創出、

食や地域のブラッシュアップを目指している。基

本的な運営費は県の予算で、会場も公共施設のた

めかかっていない。 

 開催で使用するパラソルやワゴン、テント等の

備品は実証実験開催時に県が準備した。正式開催

となって以降は、出店者は出店料がわりにそれら

の使用料を支払っている。だが、当日の各店舗の

用品は運営受託しているＮＰＯやアルバイトのス

タッフが準備し設置するため、出店者は自分の商
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品を持ち込んで並べるだけでよい。なお、パラソ

ル代等はさぬきマルシェ in サンポート実行委員

会に入り、マルシェ運営の費用に充てられる。だ

が、それらの収入は件数が少ないため限られた額

であり、開催経費のすべてをカバーできていない

ことは想像に難くない。基本的に会場・施設代、

人件費含め行政が財源を手当する、現在のところ

はあくまで、行政のマーケットという位置づけで

ある。 

第３節 ４事例から見る運営パターン 

 ここまでの整理をもとに４つの事例の特徴を表

現してみる。 

高知ＯＭ：生産者主導で立ち上げ、有機のまち

めざし出店者が経営するマーケット 

 とくしまマルシェ：民間事業者主導で立ち上げ、

補助金も活用し民間の機動力で農業ビジネスを活

性化するマーケット 

 きまぐれ市：市民が発案・設置、多角的な経営

でまちににぎわいを起こすマーケット 

 さぬきマルシェ：公設民営、県が運営費を手当

てしさぬきの食の認知度向上めざすマーケット 

 立ち上げの経緯や主催者と運営方法は当然のこ

とながら連動している。運営にあたっての課題は、

共通する点ももちろんあろうが、誰がどのような

思いで立ち上げたのか、どんな運営の仕方をして

いるのかによる違いもあるのではないか。 

第３章 ワークショップ「まちづくりマーケット

を開こう！」より 

 １月 13 日に実施した関係者を交えてのワーク

ショップおよびヒアリングをもとに、本章では、

マーケットをとりまく人々とその立場、運営の課

題について考察する 15。 

15 ワークショップでは「続けるための工夫」「さらに魅力を

高めるためにやりたいこと」も議論したが本稿では省略する

第１節 ワークショップの実際 

 ワークショップは、畠中智子氏（株式会社わら

びの代表取締役）を総合ファシリテーターとして

行われた。参加者は胸に、県別に青、赤、黄、緑

と色分けしたネームタグを付け、その色ができる

だけ重ならないように５つのテーブル（１テーブ

ル８名程度）に分かれて着席した 16。なお、ワー

クショップの流れは図１のようであった。 

第２節 マーケットをとりまく人々 

 前章では、マーケットの「主催者」と「運営者」

に注目して４事例を分析した。しかしワークショ

ップでは、マーケットの立ち上げ・運営には、そ

れ以外の多くの人が関わって成り立っていること

が明らかになった。おおまかに、運営（発起人、

事務局）、つくり手（出店者）、ファン（客）、行政、

アドバイザーの５者に分類し、関係を示したのが

図２である。 

16 ワークショップには愛媛大学の学生も参加し、各テーブ

ルで記録をサポートした

（作成・佐藤亮子）
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 ヒアリングした４事例もそうであっ

たように、発起人（発案者）は生産者、

市民（消費者）、行政、民間事業者など

多様である。発起人がそのまま主催す

る場合もあるが、組合や委員会のよう

な組織をつくって主催者とする場合も

多い。 

 また参加者のなかには、出店者（生

産者）やマーケットのファンになった

買物客（消費者）がいつしか運営に関

わるようになった人も数名あった。ま

た、お客として通ううちに自ら作るこ

とや売ることに興味がわき出店者にな

るなど、かかわり方が移行するケース

も少なからず存在するようである。 

 マーケティングやコミュニティビジネスの専門

家や大学等の研究者に加え、商店街もアドバイザ

ーとしてあがった。マーケットを開設する際、特

に市街地に開設する場合には、既存の商店街や商

業施設との関係が問題になる。商売をしている店

先でマーケットを開かれては営業妨害になると、

開催そのものを受け入れてもらえないという話を

よく耳にする。だが、近隣商店街をアドバイザー

として味方につけることで、互いのメリットを引

き出し、共存共栄を創発するような関係になれる

のではないか。 

 行政については、立ち上げ時に補助を得るのは

有効であるが、運営そのものに介入させないよう、

一定の距離を置くべきであるという意見が強かっ

た。 

第３節 運営上の課題 

 商店街との関係に加え、行政との距離のとり方

もまた、マーケット運営の共通課題であろう。 

事例のなかで「とくしまマルシェ」は、民間の

運営だが行政の補助金も導入していた。代表の金

森氏の「方向性をゆがめない限りにおいて補助金

を活用していく」という言葉が示すように、独立

したマーケットとして意思決定していくには、補

助金の種類（選び方）や利用の仕方を慎重に検討

する必要がある。 

 ワークショップではまた、次のような意見も出

た。 

 「マーケットはまちのにぎわいづくりに駆り出

されやすい。それも、地域の活性化に貢献すると

いうことでは意味がある。しかし、その一方でマ

ーケットは、コミュニティビジネスを育てる場で

もあり、出店者の収益を伸ばすことも重要である。

どちらもコミュニティに貢献することではあり、

事務局としてどの立ち位置で運営するか悩むとこ

ろである」

 行政が主催する「さぬきマルシェ」は、出店数

が 10〜20 と小規模ながら、駅前のにぎわい創出

に貢献している。だが、「店と客の距離がまだある」

ことを、運営を担うＮＰＯの担当者は問題のひと

つとしてあげた。

 このマーケットの出店構成を見ると、店舗を持

ったプロが多いのが特徴的だ。マーケットは人寄

せ効果があり、たしかに店舗を持つ事業者にとっ

てもＰＲの場として有効である。しかし実際には

出店数は伸び悩んでおり、新規開拓の必要性を感

図２ マーケットをとりまく人々 （作成・佐藤亮子）
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じているという。特に制限しているわけではない

が、他のマーケットに多いクラフト系や「お母さ

んの味」的な店がさぬきマルシェではあまり見ら

れない。“香川（さぬき）産品の広報”という行政

が掲げるミッションの実現と、店舗の多様性をど

う両立させていくか、運営者としては悩ましいと

ころであろう。

 もうひとつは、“２つの経営”をどう自律させる

かという問題だ。２つとは、出店者の経営とマー

ケット事務局としての経営である。

 ヒアリングした４事例とも、「マーケットは儲け

る場ではないと出店者には言っている」「儲け優先

の店は続かない（出て来なくなる）」と語っていた。

たしかに出店者（生産者）と客（消費者）あるい

は出店者どうし・客どうしのコミュニケーション

や交流があることはマーケットの大きな魅力であ

り価値である。しかし、趣味の延長で行なうもの

は別として、生業として生産活動をしている農業

者や事業者にとっては、収益があがることも参加

し続けるための重要なファクターである。

 またマーケット事務局も持続的でなくてはなら

ず、そのためには労働対価やワーク＆ライフのバ

ランスがとれていなくてはならない。４事例のう

ち３つが民間の経営であった。「きまぐれ市」は、

松井氏の人脈と経験、スキルによるところが大き

い。逆にいうと彼女だから自分の人件費も含めて

マーケットで稼ぎだし、運営し続けることができ

ている。松井氏が動くことができなくなったら、

マーケットの継続はむずかしくなるであろう。ま

た、株式会社が運営する「とくしまマルシェ」も、

企業の協賛金や補助金も得ながら、ネット販売や

宅配、毎月の東京出張と、３名のスタッフはフル

稼働・フル回転でかなりハードな労働になってい

るのではないかと想像される。また、出店者組織

が主催する「高知ＯＭ」の場合は、出店者が事務

局あるいはイベント等の仕事をする際には無報酬

（ボランティア）とし、経費削減をはかっている。

付加価値の高い商品やサービスをつくる、ディ

スプレイやアピールの仕方を工夫するなど、出店

者が売上げを増やす努力をすることはもちろんで

あるが、運営側もまた、地域のニーズを組み込ん

だイベントやキャンペーンの企画とその広報、店

舗構成の充実、人材や支援者の開拓など、出店者

の売上げアップ、労働の省力化に向けた仕掛けや

仕組みづくりが求められる。

まとめ〜マーケットはどこに向かうのか 

 マーケットの持続的な運営のために必要なこと

に近年は「社会的役割を果たす」ことが加わって

いる。社会的といっても、日本全体あるいは世界

を指すわけではない。地域の食や資源を活かすマ

ーケットが目を向けるべきは、地域社会において

どのような役割を果たすのかということである。 

 日本に先んじて 1990 年代からファーマーズマ

ーケット・ムーブメントが起こったアメリカでは

いま、マーケットを通して地域の課題を解決する

取り組みをしている。低所得者向け栄養プログラ

ム 17は以前にも増して積極的であるし、地域のク

リニックと連携し、医者が処方箋を書くとファー

マーズマーケットで野菜がもらえるようにしたり、

買物難民問題を解決したり、生ゴミを持ち込むと

肥料にしてくれたり、高校生の教育のため農園を

開いたり、移動手段のない高齢者のためにマーケ

ットまで車を出すなど、地域の背景・課題によっ

て内容はさまざまである。 

 こうした活動がなぜ、マーケットの持続性に関

係しているのか。ワークショップ後の講評のなか

で、ＮＰＯ法人コミュニティビジネスサポートセ

ンター代表理事の永沢映氏が「ビジネスというの

は①事業、②助成金や補助金、③会費、④寄付金、

⑤行政からの委託費という、おおよそ５つの収入

17 低所得の妊婦や乳幼児、高齢者に政府が食品を購入するこ

とのできるクーポンを配布するプログラム。ファーマーズマ

ーケットで生鮮野菜や果物を購入できる栄養プログラムを受

け入れるマーケットが増えており、近年は財団等の支援を得

て金額を加算するマッチングプログラムが流行している
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構造で財源を確保しながらまちづくり活動を行っ

ている」と語ったが、５つのうち①事業をのぞく

４つは、「社会的価値の実現」に作用される性質が

強い。つまり人に金を出したいと思わせることに

通じるのだ。ファーマーズマーケットが急増し、

財団の助成金の争奪戦がシビアになっているアメ

リカに限らず、マーケットが持続的であるために

は、社会性を事業性につなげることは有効な方策

のひとつであると考える。 
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